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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第90期

第２四半期
連結累計期間

第91期
第２四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 40,867 38,920 82,302

経常利益 (百万円) 1,260 1,021 5,261

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 883 614 3,416

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 800 1,260 4,469

純資産額 (百万円) 58,076 61,779 61,274

総資産額 (百万円) 98,383 100,515 101,979

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 21.63 15.04 83.66

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.5 56.9 55.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,633 1,853 6,806

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △492 △3,677 △579

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △647 △749 △1,202

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 14,115 15,073 17,646
 

　

回次
第90期

第２四半期
連結会計期間

第91期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.52 3.36
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)の日本経済は、企業収益が堅調に推移

し、また雇用所得環境も良好なことから個人消費に改善の動きがあり、緩やかな回復基調が続いています。

このような経済状況の中、当社グループが主力事業を展開する放送事業においては、テレビネットタイム収入等の

減収により、売上高は減収となりました。ハウジング事業においては、住宅展示場の新規開設に伴う増収等により、

売上高は増収となりました。ゴルフ事業においては、来場者数の増加等により、売上高は増収となりました。以上の

結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの売上高は389億２千万円となり、前年同期に比べて19億４千

７百万円（△4.8％）の減収となりました。

一方、費用面では売上原価が264億８千４百万円で、前年同期に比べて17億５千１百万円（△6.2％）減少しまし

た。販売費及び一般管理費については116億６百万円となり、４千７百万円（0.4％）増加しました。この結果、営業

利益は８億２千９百万円となり、２億４千３百万円（△22.7％）の減益、経常利益は10億２千１百万円で２億３千９

百万円（△19.0％）の減益となりました。また、特別利益として、周波数帯移行に対する補助金収入２千万円、子会

社における投資有価証券売却益２千４百万円を計上しました。以上の結果、税金等調整前四半期純利益は10億６千６

百万円で３億７千６百万円（△26.1％）の減益となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は６億１千４百万円で２

億６千９百万円（△30.5％）の減益となりました。

セグメントごとの業績は、以下のとおりです。

 

[放送事業]

放送事業の売上高は329億７千４百万円となり、前年同期に比べ20億４千万円（△5.8％）の減収となりました。テ

レビネットタイム収入や催物収入の減収が主な要因です。一方、営業費用は、催物費やネットワーク費等の減少によ

り、全体として前年同期に比べ5.2％減少しました。この結果、営業利益は４億１千２百万円となり、２億２千３百万

円（△35.1％）の減益となりました。

 

[ハウジング事業]

ハウジング事業の売上高は54億８千３百万円となり、前年同期に比べ６千５百万円（1.2％）の増収となりました。

住宅展示場の新規開設に伴う増収等が主な要因です。一方、営業費用は、住宅展示場の新規オープン費用等の増加に

より2.6％増加しました。この結果、営業利益は３億９千７百万円となり、前年同期に比べて６千３百万円（△

13.9％）の減益となりました。
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[ゴルフ事業]

ゴルフ事業の売上高は４億６千１百万円となり、前年同期に比べ２千６百万円（6.1％）の増収となりました。来場

者数の増加に伴うプレー収入の増収が主な要因です。一方、営業費用は、前期にクラブハウス改修に伴って増加した

減価償却費が当期減少したこと等により2.9％減少しました。この結果、営業利益は１千８百万円となり、前年同期に

比べて４千３百万円の増益となりました。

 
（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べ24億３千７百万円減少して331億７千１百万円

となり、固定資産は９億７千２百万円増加して673億４千４百万円となりました。資産合計は14億６千４百万円減少し

て1,005億１千５百万円となりました。未払法人税等の支払や剰余金の配当支払に伴い、現金及び預金が減少し、資産

全体として減少しました。

流動負債は13億６千２百万円減少して105億５千６百万円となり、固定負債は６億６百万円減少して281億７千９百

万円となりました。負債合計は19億６千９百万円減少して387億３千６百万円となりました。負債が減少した主な理由

は、未払法人税等の支払によるものです。

純資産合計は５億４百万円増加し、617億７千９百万円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益６億１千

４百万円を計上する一方、剰余金の配当６億９千４百万円を行いました。さらに、保有する投資有価証券の時価が上

昇したため、その他有価証券評価差額金が２億８千５百万円増加し、また、退職給付に係る調整累計額が２億８千４

百万円増加しました。

 

 （3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により18億５千３百万円の収入となり、投

資活動により36億７千７百万円の支出となり、財務活動により７億４千９百万円の支出となりました。

この結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末より25億７千３百万円減

少の150億７千３百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益や減価償却費が計上される一方、法人税等の支

払等により、18億５千３百万円の収入（前年同期は26億３千３百万円の収入）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産や投資有価証券の取得等により、36億７千７百万円の支出

（前年同期は４億９千２百万円の支出）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により、７億４千９百万円の支出（前年同期は６億４千７

百万円の支出）となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

計 144,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,833,000 41,833,000
東京証券取引所
市場第１部

単元株式数は100株であり
ます。

計 41,833,000 41,833,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年９月30日 ― 41,833,000 ― 5,299 ― 3,515
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(6) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社朝日新聞社 東京都中央区築地５丁目３番２号 6,224,900 14.9

株式会社テレビ朝日ホールディ
ングス

東京都港区六本木６丁目９番１号 3,877,600 9.3

公益財団法人香雪美術館 兵庫県神戸市東灘区御影郡家２丁目12番１号 2,930,000 7.0

学校法人帝京大学 東京都板橋区加賀２丁目11番１号 1,554,000 3.7

朝日新聞信用組合
東京都中央区築地５丁目３番２号
株式会社朝日新聞社東京本社内

1,500,000 3.6

大阪瓦斯株式会社 大阪府大阪市中央区平野町４丁目１番２号 1,065,000 2.5

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
 　　　　　　 日本生命証券管理部内

1,005,200 2.4

近鉄バス株式会社 大阪府東大阪市小阪１丁目７番１号 800,000 1.9

株式会社竹中工務店 大阪府大阪市中央区本町４丁目１番13号 776,600 1.9

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 763,500 1.8

計 ― 20,496,800 49.0
 

(注)　上記のほか当社所有の自己株式996,087株（2.4％）があります。

 

EDINET提出書類

朝日放送株式会社(E04380)

四半期報告書

 6/20



 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 996,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

40,831,500
408,315 ―

単元未満株式
普通株式

5,500
― ―

発行済株式総数 41,833,000 ― ―

総株主の議決権 ― 408,315 ―
 

（注)「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式87株を含めて記載しております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
朝日放送株式会社

大阪市福島区福島一丁目
１番30号

996,000 ― 996,000 2.4

計 ― 996,000 ― 996,000 2.4
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 17,082 14,408

  受取手形及び売掛金 12,530 ※1  12,107

  有価証券 1,650 2,653

  たな卸資産 ※2  2,148 ※2  1,995

  その他 2,204 2,012

  貸倒引当金 △7 △6

  流動資産合計 35,608 33,171

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 19,663 19,872

   土地 10,531 10,858

   その他（純額） 6,582 6,872

   有形固定資産合計 36,776 37,604

  無形固定資産   

   ソフトウエア 132 172

   ソフトウエア仮勘定 744 822

   その他 118 112

   無形固定資産合計 995 1,106

  投資その他の資産   

   投資有価証券 17,805 17,901

   その他 11,034 10,969

   貸倒引当金 △241 △237

   投資その他の資産合計 28,598 28,633

  固定資産合計 66,371 67,344

 資産合計 101,979 100,515
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 100 -

  1年内返済予定の長期借入金 - 40

  未払金 5,538 6,016

  未払法人税等 1,266 422

  引当金 104 42

  その他 4,908 ※1  4,034

  流動負債合計 11,918 10,556

 固定負債   

  長期借入金 - 150

  退職給付に係る負債 19,677 19,293

  その他 9,109 8,736

  固定負債合計 28,786 28,179

 負債合計 40,705 38,736

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,299 5,299

  資本剰余金 3,695 3,695

  利益剰余金 48,191 48,111

  自己株式 △500 △500

  株主資本合計 56,686 56,606

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,985 3,270

  退職給付に係る調整累計額 △2,921 △2,637

  その他の包括利益累計額合計 64 633

 非支配株主持分 4,523 4,539

 純資産合計 61,274 61,779

負債純資産合計 101,979 100,515
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 40,867 38,920

売上原価 28,235 26,484

売上総利益 12,632 12,435

販売費及び一般管理費 ※  11,559 ※  11,606

営業利益 1,072 829

営業外収益   

 受取利息 15 23

 受取配当金 165 159

 その他 52 38

 営業外収益合計 233 221

営業外費用   

 支払利息 7 4

 固定資産処分損 15 23

 開業費 20 -

 その他 1 2

 営業外費用合計 44 30

経常利益 1,260 1,021

特別利益   

 固定資産売却益 66 -

 投資有価証券売却益 - 24

 補助金収入 116 20

 特別利益合計 182 45

税金等調整前四半期純利益 1,443 1,066

法人税等 455 377

四半期純利益 988 689

非支配株主に帰属する四半期純利益 104 74

親会社株主に帰属する四半期純利益 883 614
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 988 689

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △462 287

 退職給付に係る調整額 275 284

 その他の包括利益合計 △187 571

四半期包括利益 800 1,260

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 695 1,183

 非支配株主に係る四半期包括利益 105 77
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,443 1,066

 減価償却費 1,477 1,454

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △3

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △394 △384

 受取利息及び受取配当金 △180 △183

 支払利息 7 4

 固定資産処分損益（△は益） △50 23

 売上債権の増減額（△は増加） 309 423

 たな卸資産の増減額（△は増加） 233 153

 仕入債務の増減額（△は減少） 445 464

 その他 △191 △232

 小計 3,101 2,786

 利息及び配当金の受取額 192 182

 利息の支払額 △7 △4

 法人税等の支払額 △651 △1,110

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,633 1,853

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の取得による支出 △302 △100

 有価証券の売却による収入 2,600 500

 有形固定資産の取得による支出 △2,329 △2,751

 有形固定資産の売却による収入 565 6

 無形固定資産の取得による支出 △192 △228

 投資有価証券の取得による支出 △649 △1,094

 投資有価証券の売却による収入 101 103

 その他 △286 △112

 投資活動によるキャッシュ・フロー △492 △3,677

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） - △100

 長期借入れによる収入 - 200

 長期借入金の返済による支出 - △10

 配当金の支払額 △367 △694

 非支配株主への配当金の支払額 △71 △61

 リース債務の返済による支出 △208 △83

 財務活動によるキャッシュ・フロー △647 △749

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,494 △2,573

現金及び現金同等物の期首残高 12,621 17,646

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  14,115 ※  15,073
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高から除かれております。

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

受取手形 ― 72百万円

設備関係支払手形 ― 287 〃
 

　　　　なお、設備関係支払手形は流動負債「その他」に含めて表示しております。

 

※２ たな卸資産の内訳

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

番組勘定 725百万円 580百万円

商品 32 〃 31 〃

販売用不動産 1,357 〃 1,349 〃

貯蔵品 32 〃 33 〃
 

 

　３　偶発債務

銀行借入に対する保証債務は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

従業員 186百万円 161百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※ 　販売費及び一般管理費の主要項目は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

代理店手数料 5,328百万円 5,125百万円

人件費     

　退職給付費用 233 〃 245 〃

　その他 2,481 〃 2,714 〃

計 2,714 〃 2,959 〃

役員賞与引当金繰入額 49 〃 42 〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金 　13,651百万円 　14,408百万円

有価証券 2,301　〃 2,653　〃

　　　計 15,952　〃 17,062　〃

預入期間が３か月を超える
定期預金

△36　〃 △36　〃

運用期間が３か月を超える
有価証券

△1,801　〃 △1,953　〃

現金及び現金同等物 　14,115百万円 15,073百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日
定時株主総会

普通株式 367 9.0 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月８日
取締役会

普通株式 367 9.0 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日
定時株主総会

普通株式 694 17.0 平成29年３月31日 平成29年６月23日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月10日
取締役会

普通株式 408 10.0 平成29年９月30日 平成29年12月１日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　前第２四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

     (単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)放送事業

 ハウジング
  事業

ゴルフ事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 35,014 5,418 435 40,867 ― 40,867

セグメント間の
内部売上高又は振替高

220 9 14 243 △243 ―

計 35,234 5,427 449 41,111 △243 40,867

セグメント利益又は損失
(△)

635 461 △24 1,072 ― 1,072
 

(注)１　調整額△243百万円は、セグメント間の取引消去金額であります。

　　２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。

 

　当第２四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

     (単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)放送事業

 ハウジング
  事業

ゴルフ事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 32,974 5,483 461 38,920 ― 38,920

セグメント間の
内部売上高又は振替高

244 10 17 272 △272 ―

計 33,218 5,494 478 39,192 △272 38,920

セグメント利益 412 397 18 829 ― 829
 

(注)１　調整額△272百万円は、セグメント間の取引消去金額であります。

　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 21.63円 15.04円

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 883 614

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(百万円)

883 614

   普通株式の期中平均株式数(千株) 40,836 40,836
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

第91期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当については、平成29年11月10日開催の取締役会に

おいて、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたし

ました。

　①　配当金の総額                                    408百万円

　②　１株当たりの金額                                   10.0円

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日     平成29年12月１日

 

EDINET提出書類

朝日放送株式会社(E04380)

四半期報告書

18/20



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月10日

朝日放送株式会社

取　締　役　会　　御　中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　森　　村　　圭　　志　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　千　　﨑　　育　　利　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている朝日放送株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日か

ら平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、朝日放送株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

 報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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